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伊予農業高校、松山大学との民公学連携事業の推進と地元特産品と企業のコラボによる商品開発を推進す
る。あじの郷づくりキャラバン隊による伊予市ＰＲの推進。

食や食材・自然・人など様々な地域資源を活用しながら、地域振興・まちの活性化を図り、人づくり・ものづくり
による持続可能な地域づくりを目指す。

事業の目的

市民有志からなる『伊予國「あじの郷」づくり実行委員会』と協働し、「食育・食文化の推進」「地産地消の推進」
「伊予ブランドの創設」など、『食』をテーマとした地域活性化に向けた取組みを行う。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

商工観光課

根拠法令等
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事業の対象 全市民

大谷 基文

評価対象外事業
あじの郷づくり事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
産業の振興〜もりもり元気なしごとづくり〜
農業の振興

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
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成果指標
0

0000

　市町緊急雇用対策事業による１１月までの「あじの郷キャラバン隊」の活動により、伊予市、あじの郷づく
り事業、ミカンまるの認知度は高まったと思われる。　ＪＡＬの協力により、松山空港のメンバーラウンジ内
で唐川びわ葉茶の提供、観光ポスターの掲示等、伊予市のＰＲ及び特産品等の情報発信ができた。
キッズキッチンを６回、７園を対象に実施し、子供の魚及び魚料理に対する興味を高めることができた。
また、民公学連携による商品開発も継続して推進していく。　来年度は、シティーブランドの構築に向けた
取り組みを推進し、伊予市のシティーブランドを活用した啓発、情報発信に努める。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

0

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標26年度
0000

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

課題認識

H24〜25にかけて委託により実施した「あじの郷キャラバン隊」の事業展開により、ミカンまるをはじめ、伊
豫國「あじの郷」づくり事業の認知度は高まってきたものの、委託契約終了とともに積極的活動ができなく
なってきた。今後においてもＰＲ事業や民公学連携事業や生産者と販売事業者等とのマッチング事業も展
開しながら、食の情報誌による情報発信を行い、食のブランド化を推進していくべきであろう。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


